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(57)【要約】
　本開示は、液晶ディスプレイパネルと、光を放射する
能力を持つ光を放射する光源と、を含むディスプレイシ
ステムを説明する。不織拡散体素子は、光源と液晶ディ
スプレイパネルとの間に配置される。高分子不織拡散体
は、非配向であり、５０マイクロメートル未満の繊維直
径と、５を超える長さ／直径の繊維アスペクト比と、１
０～８０グラム／ｍ２の範囲の坪量と、を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスプレイシステムであって、
　液晶ディスプレイパネルと、
　光を放射する能力を持つ、光を放射する光源と、
　光学的に前記光源と前記液晶ディスプレイパネルとの間の高分子不織拡散体素子と、
　を含み、
　前記高分子不織拡散体が、非配向であり、５０マイクロメートル未満の繊維直径と、５
を超える長さ／直径の繊維アスペクト比と、１０～８０グラム／ｍ２の範囲の坪量と、を
有する、ディスプレイシステム。
【請求項２】
　前記ディスプレイシステムが、直接光式のディスプレイシステムである、請求項１に記
載のディスプレイシステム。
【請求項３】
　前記ディスプレイシステムが、エッジライト式のディスプレイシステムである、請求項
１に記載のディスプレイシステム。
【請求項４】
　前記高分子不織拡散体素子が、０．１５ｇ／ｃｍ３以上の密度を有する、請求項１～３
のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項５】
　前記高分子不織拡散体素子が、５０％以上の可視光線透過度を有する、請求項１～４の
いずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項６】
　前記高分子不織拡散体素子が、０．９以上の有効透過度を有する、請求項１～５のいず
れか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項７】
　前記高分子不織拡散体素子が、８０％以上のヘイズを有する、請求項１～６のいずれか
一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項８】
　前記高分子不織拡散体素子が、７０％以下の透明度を有する、請求項１～７のいずれか
一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項９】
　前記高分子不織拡散体素子が、前記不織拡散体素子の少なくとも一部を充填する樹脂を
含む、請求項１～８のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１０】
　ディスプレイシステムであって、
　液晶ディスプレイパネルと、
　光を放射する能力を持つ、光を放射する光源と、
　光学的に前記光源と前記液晶ディスプレイパネルとの間の高分子不織拡散体素子と、
　を含み、
　前記高分子不織拡散体が、非配向であり、５０％以上の可視光線透過度及び０．９以上
の有効透過度を有する、ディスプレイシステム。
【請求項１１】
　前記ディスプレイシステムが、直接光式のディスプレイシステムである、請求項９に記
載のディスプレイシステム。
【請求項１２】
　前記ディスプレイシステムが、エッジライト式のディスプレイシステムである、請求項
９に記載のディスプレイシステム。
【請求項１３】
　前記高分子不織拡散体素子が、０．１５ｇ／ｃｍ３以上の密度を有する、請求項９～１
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１のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１４】
　前記高分子不織拡散体素子が、５０マイクロメートル未満の繊維直径を有する、請求項
９～１２のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１５】
　前記高分子不織拡散体素子が、５を超える長さ／直径の繊維アスペクト比を有する、請
求項９～１３のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１６】
　前記高分子不織拡散体素子が、１０～８０グラム／ｍ２の範囲の坪量を有する、請求項
９～１４のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１７】
　前記高分子不織拡散体素子が、８０％以上のヘイズを有する、請求項９～１５のいずれ
か一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１８】
　前記高分子不織拡散体素子が、７０％以下の透明度を有する、請求項９～１６のいずれ
か一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項１９】
　前記高分子不織拡散体素子が、６５％以上の可視光線透過度を有する、請求項９～１７
のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項２０】
　前記高分子不織拡散体素子が、１．０以上の有効透過度を有する、請求項９～１８のい
ずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項２１】
　前記高分子不織拡散体素子が、９０％以上のヘイズ及び７０％以上の透過度を有する、
請求項９～１９のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。
【請求項２２】
　前記高分子不織拡散体素子が、前記不織拡散体素子の少なくとも一部を充填する樹脂を
含む、請求項１～８のいずれか一項に記載のディスプレイシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、とりわけ不織拡散体付きディスプレイに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）は、ラップトップコンピュータ、手持ち式の計算器、デジ
タル腕時計、及びテレビなどのデバイスで使用される光学的なディスプレイである。いく
つかのＬＣＤは、ディスプレイの側面に位置し、光源からＬＣＤパネルの背面へ光をガイ
ドするように位置付けられた光ガイド付きの、光源を含む。その他のＬＣＤ（例えばいく
つかのＬＣＤモニター及びＬＣＤテレビ（ＬＣＤ－ＴＶ））は、ＬＣＤパネルの後方に位
置付けられた多くの光源を使用して直接的に照明される。この配設は、より大きいディス
プレイでは、特定のレベルのディスプレイの明るさを達成するための光出力の要件は、デ
ィスプレイ寸法の２乗に比例して増加するが、ディスプレイの側面に沿った光源を位置付
けるための利用可能な足場は、ディスプレイサイズに対して線形的に増加するのみなので
、ますます一般的になっている。加えて、ＬＣＤ－ＴＶなどのいくつかのＬＣＤ用途は、
他の用途より遠い距離から視認されるように、ディスプレイが十分明るいことを要し、Ｌ
ＣＤ－ＴＶに対する視野角の要件は、ＬＣＤモニター及び手持ち式のデバイスに対するも
のとは通常異なる。
【０００３】
　いくつかのＬＣＤモニター及びＬＣＤ－ＴＶは、一般的に多くの冷陰極蛍光灯（ＣＣＦ
Ｌ）によって後方から照明される。これらの光源は線状であり、ディスプレイの全幅にわ
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たって引き伸ばされ、その結果、ディスプレイの背面は、より暗い領域によって分離され
た一連の明るい筋によって照明される。かかる照明プロファイルは望ましくなく、そのた
め、ＬＣＤデバイスの背面で、照明プロファイルを滑らかにするために、拡散体プレート
が使用される。
【０００４】
　多くのＬＣＤ－ＴＶ拡散体プレートは、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）の高分
子マトリックスを、ガラス、ポリスチレンビーズ、及びＣａＣＯ３粒子を含む様々な分散
した相とともに採用する。これらのプレートは、ランプの高温に露出された後、しばしば
変形又はゆがむ。加えて、いくつかの拡散プレートは、ＬＣＤパネルの背面の照明プロフ
ァイルをより均一にしようとして、その幅にわたって空間的に変化する拡散特性を備える
。かかる不均一な拡散体は、印刷されたパターンの拡散体と称されることがある。それら
は、製造するのが高価であり、拡散パターンは、照明源と組立時に整合する必要があるの
で、製造コストが増加する。加えて、拡散プレートは、ポリマーマトリックスを通して拡
散粒子を均一に分配するように合成するカスタム仕様の押出成形を必要し、これにより更
にコストが増加する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本開示は、数ある他の態様の中でも、とりわけ不織拡散体付きディスプレイに関する。
【０００６】
　多くの実施形態では、ディスプレイシステムが説明される。ディスプレイシステムは、
液晶ディスプレイパネルと、光を放射する能力を持つ光を放射する光源と、を含む。不織
拡散体素子は、光源と液晶ディスプレイパネルとの間に配置される。高分子不織拡散体は
、非配向であり、５０マイクロメートル未満の繊維直径と、５を超える長さ／直径の繊維
アスペクト比と、１０～８０グラム／ｍ２の範囲の坪量と、を有する。
【０００７】
　多くの実施形態では、ディスプレイシステムは、液晶ディスプレイパネルと、光を放射
する能力を持つ光を放射する光源と、を含む。高分子不織拡散体素子は、光源と液晶ディ
スプレイパネルとの間に配置される。高分子不織拡散体は、非配向であり、５０％以上の
可視光線透過度、及び０．９以上の有効透過度を有する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本開示の様々な実施形態の以下の詳細な説明を、添付の図面と合せて考慮することで、
本開示のより完全な理解が可能である。
【図１】実例的なディスプレイシステムの概略図である。
【図２】実例的な拡散体の概略側面図である。
【図３】有効透過度を測定するための実例的なシステムの概略図である。
【０００９】
　ここに示す概略図面は、必ずしも実寸に比例していない。図中で使用される同様の番号
は、同様の構成要素、工程などを指す。しかしながら、所与の図中での構成要素を指すた
めの番号の使用は、同じ番号が付けられた別の図中の構成要素を制限することを意図しな
いことが理解されるであろう。加えて、構成要素を指すための異なる番号の使用は、異な
る番号が付けられた構成要素が同一又は類似ではあり得ないことを意味することを意図し
ない。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下の発明を実施するための形態では、その一部をなす添付の図面に対して参照がなさ
れ、そこではこれらはデバイス、システム、及び方法のいくつかの具体的な実施形態の実
例として示される。他の実施形態が企図され、本開示の趣旨及び範囲から逸脱することな
く作製され得ることを理解するべきである。したがって、以下の発明を実施するための形
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態は、制限的な意味では取るべきではない。
【００１１】
　本明細書で使用されるすべての科学的用語及び技術的用語は、そうでないことを示さな
いかぎりは当該分野で一般的に使用される意味を有する。本明細書で提供される定義は、
本明細書で頻繁に使用される特定の用語の理解を容易にするものであり、本開示の範囲を
制限することを意味しない。
【００１２】
　本明細書及び添付の「特許請求の範囲」において使用するとき、単数形「ａ」、「ａｎ
」、及び「ｔｈｅ」は、その内容が明らかにそうでないことが示さないかぎりは複数の指
示物を有する実施形態を包含する。
【００１３】
　本明細書及び付属の特許請求の範囲において使用されるとき、「又は」なる語は、そう
でないことが内容により明らかに示されない限りは、その「及び／又は」を含む意味で一
般的に用いられる。
【００１４】
　本明細書で使用するとき、「有する（have）」、「有する（having）」、「含む（incl
ude）」、「含む（including）」、「備える（comprise）」、「備える（comprising）」
等は、制限のない意味で使用されており、一般に、「含むがそれに限らない」ことを意味
する。「からなる」及び「から本質的になる」という用語は、「含む（comprising）」等
の用語に包含されることが理解されよう。
【００１５】
　本明細書で使用される、「頂部」、「底部」、「左」、「右」、「上部」、「下部」、
「上方」、「下方」、及びその他の方向などの任意の方向、並びに配向は、本明細書にお
いて図を参照して明確にするために記載され、実際のデバイス若しくはシステム又はデバ
イス若しくはシステムの使用を制限しない。本明細書に記載される装置、物品又はシステ
ムの多くは、多くの方向及び配向で使用され得る。
【００１６】
　本開示は、数あるその他の態様の中でも、とりわけ不織拡散体付きディスプレイを説明
する。特に、本開示は、不織拡散体付きディスプレイに関し、この不織拡散体は、高い透
過性、高いヘイズ、低い透明度を有し、かつ均一な光放射を提供する。不織拡散体は、例
えば、ＬＣＤシステムのバックライトのＣＣＦＬ及びＬＥＤなどの光源の明るさ強化能力
及び画像隠蔽を有する。本開示はそのように制限されないが、以下に提供される実施例の
考察を通して、本開示の様々な態様の応用が得られるであろう。
【００１７】
　図１は、例示的なディスプレイシステム１００の概略図である。ディスプレイシステム
１００は、液晶ディスプレイパネル１２０と、光を放射する能力を持つ光源１１０と、を
含む。一方で、エッジライト式のディスプレイシステム１００が図示されているが、この
システムは、直接光式のディスプレイシステム若しくはバックライト式のディスプレイシ
ステム、又は直接光式のディスプレイ若しくはバックライト式のディスプレイの組み合わ
せとすることができることが理解される。
【００１８】
　例示するディスプレイシステム１００は、光ガイドプレート１１２内へと光を放射する
光源１１０を含み、光ガイドプレート１１２は、光放射表面１１４を通して光を放射する
。不織拡散体素子１３０は、光放射表面１１４と液晶ディスプレイパネル１２０との間に
配置される。エッジライト式のディスプレイシステム１００が図示されているが、本シス
テムは、直接光式のディスプレイシステム又はバックライト式のディスプレイシステムと
することができることが理解される。
【００１９】
　図２は、例示的な拡散体１３０の概略側面図である。垂直光Ｌ１は、不織拡散体素子１
３０を比較的容易に通過する。高角度光Ｌ２は、不織拡散体素子１３０の繊維によって、
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散乱又は拡散され、この光Ｌ２の一部は、比較的垂直な角度で放射される。したがって、
不織拡散体素子１３０は、不織拡散体素子１３０を通して放射された光の軸上の明るさを
改善することができる。
【００２０】
　不織拡散体素子１３０は、任意の有用なプロセスによって形成することができる。不織
拡散体素子１３０は、例えば、ウェットレイドプロセス、カードプロセス、メルトブロウ
ンプロセス、スパンボンド、ドライレイド、スパンボンド－メルトブロウン－スパンボン
ドを介して形成することができる。不織拡散体素子１３０は、所望により、エンボス加工
又はカレンダー加工することができる。不織拡散体素子１３０は、概して非配向であると
説明することができる。いくつかの実施形態では、製造プロセスは、わずかに配向を生成
することができるが、それでもこれは、概して非配向であるとみなされる。
【００２１】
　不織拡散体素子１３０は、不織素子の多重の層で形成することができる。不織拡散体素
子１３０は、不織拡散体素子１３０の２つ以上の縁部で取り付けられることによって、デ
ィスプレイシステム内に吊るすことができる。いくつかの実施形態では、不織拡散体素子
１３０は、ディスプレイシステム内の支持基板又は光学素子に取り付けられる。
【００２２】
　不織拡散体１３０が、例えば、バックライトなどの光学キャビティ上に設置されるとき
、これは、明るさ強化フィルムとして作用することができる。光学キャビティ表面及び不
織拡散体１３０に直角な、垂直に近い角度から入射する光線は、あまり拡散又は散乱せず
に不織繊維構造を通って移動する。より大きい傾斜角（高角度）からの光線は、構造の不
織繊維に当たり、拡散及び／又は散乱される可能性が高い。高分子不織拡散体を垂直な角
度で見ると、高分子不織拡散体は透明に見え、高分子不織拡散体を高角度で見ると、高分
子不織拡散体は、不透明及び／又は曇って見える。したがって、上記の現象によって、光
線の塊が、垂直角度にコリメートするように見える。
【００２３】
　多くの実施形態では、高分子不織拡散体１３０は、５０マイクロメートル未満の繊維直
径と、５を超える長さ／直径の繊維アスペクト比と、１０～８０グラム／ｍ２の範囲の坪
量と、を有する。いくつかの実施形態では、高分子不織拡散体１３０は、２５マイクロメ
ートル未満、又は１～２５マイクロメートルの範囲、又は１０～２５マイクロメートルの
範囲の繊維直径を有する。いくつかの実施形態では、高分子不織拡散体１３０は、２０～
７０グラム／ｍ２の範囲の坪量を有する。いくつかの実施形態では、高分子不織拡散体素
子１３０は、０．１ｇ／ｃｍ３以上、又は０．１５ｇ／ｃｍ３以上、又は０．２ｇ／ｃｍ
３以上の密度を有する。
【００２４】
　高分子不織拡散体１３０は、非配向であり、高いヘイズ、高い透過性、低い透明度を示
す可能性があり、均一の光放射を提供する。多くの実施形態では、高分子不織拡散体素子
１３０は、５０％以上、又は６０％以上、又は６５％以上、又は７０％以上の可視光線透
過度を有する。高分子不織拡散体素子１３０は、０．９以上、又は１．０以上の有効透過
度を有する。高分子不織拡散体素子１３０は、８０％以上、又は８５％以上、又は９０％
以上、又は９５％以上のヘイズを有する。高分子不織拡散体素子１３０は、７０％以下、
又は６０％以下、又は５０％以下の透明度を有する。
【００２５】
　不織拡散体１３０は、任意の有用な高分子材料で形成されることができる。多くの実施
形態では、高分子不織拡散体１３０は、ポリエチレン、ポリプロピレン、及びポリエチレ
ンテレフタレート、又は例えば、ポリブチレンテレフタレート、及びポリフェニレンスル
フィドなどのエンジニアリングプラスチックスで形成されることができる。いくつかの実
施形態では、不織拡散体１３０は、ガラス繊維で形成されることができる。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、樹脂材料が、不織拡散体１３０を少なくとも部分的に充填す
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る。樹脂は、任意の有用な樹脂材料とすることができる。いくつかの実施形態では、樹脂
は、硬化性（例えば、紫外線硬化性）樹脂材料である。
【００２７】
　開示されたシステム及び構築の利点のいくつかは、以下の実施例により更に説明される
。本実施例に記載された特定の材料、量及び寸法、並びにその他の条件及び詳細は、本開
示を不当に制限するものと解釈されるべきではない。
【実施例】
【００２８】
　ディスプレイシステム（図１、１００参照）は、ＬＧ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｙｏ
ｕｎｇｄｕｎｇｐｏ－ｇｕ　Ｓｅｏｕｌ，Ｋｏｒｅａ）のＥ２０４１Ｔ液晶ディスプレイ
（ＬＣＤ）１２０を使用して構築された。ディスプレイは、既存のフィルムを除去し、ビ
ードのみをコーティングした拡散体又は不繊拡散体１３０と交換することによって改変さ
れた。ゲイン拡散体は、ＬＧ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎのディスプレイ内の既存のゲイン
拡散体であり、試験した不織拡散体１３０は、Ｆｒｅｕｄｅｎｂｅｒｇ　Ｎｏｎｗｏｖｅ
ｎｓ　２４３１（Ｗｅｉｎｈｅｉｍ，Ｇｅｒｍａｎｙ）、旭化成株式会社Ａ５１３０（日
本、東京）、Ｃｒａｎｅ　＆　Ｃｏ．，Ｉｎｃ．ＲＳ　８．５（Ｄａｌｔｏｎ，Ｍａｓｓ
ａｃｈｕｓｅｔｔｓ）、Ｍｉｄｗｅｓｔ　Ｆｉｌｔｒａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｕｎ
ｉｂｌｅｎｄ　１００（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）、Ｆｒｅｕｄｅｎｂｅｒ　Ｎ
ｏｎｗｏｖｅｓ　２４８３（Ｗｅｉｎｈｅｉｍ，Ｇｅｒｍａｎｙ）、及びＫｏｌｏｎ　Ｆ
ｉｎｏｎ　Ｃ３０３（Ｇｗａｃｈｅｏｎ，Ｋｏｒｅａ）であった。本明細書にリストされ
たすべてのサンプルについて、長さ／直径の繊維アスペクト比は５を超えると考えられる
。試験されたサンプルは、図１に示す機能的及び構造的な品質を有していた。様々な試験
の結果は、以下の表１に報告される。
【００２９】



(8) JP 2015-510613 A 2015.4.9

10

20

30

40

50

【表１】

【００３０】
　有効透過度は、以下に記載される有効透過度測定システムを使用して測定された。
　有効透過度は、フィルムが定位置に無いディスプレイの輝度に対する、フィルムをディ
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スプレイシステム内の定位置に取り付けたディスプレイシステムの輝度の割合である。有
効透過度（ＥＴ）は、図３に図示する光学系を使用して測定することができる。光学系２
００は、光軸２５０を中心とし、放射表面、すなわち出口表面２１２を通してランバート
光２１５を放射する中空のランバートライトボックスと、線状光吸収偏光器２２０と、光
検出器２３０と、を含む。ライトボックス２１０は、光ファイバー２７０を介してライト
ボックスの内側２８０に接続された安定した広帯域光源２６０によって照明される。光学
系によってＥＴを測定する試験サンプルは、ライトボックスと吸収線状偏光器との間の場
所２４０に置かれた。
【００３１】
　不織拡散フィルム１３０のＥＴは、不織拡散フィルム１３０を場所２４０に置くことに
よって測定することができる。次に、スペクトルの重み付けをした軸方向輝度Ｉ１（光軸
２５０に沿った輝度）が、線状吸収偏光器を通して、光検出器によって測定される。次に
、不織拡散フィルム１３０が除去され、スペクトルの重み付けをした輝度Ｉ２が、場所２
４０に置かれた不織拡散フィルム１３０無しで測定される。ＥＴは、Ｉ１／Ｉ２の比であ
る。
【００３２】
　本明細書で使用される場合、光ヘイズは、総放射光に対する、垂直方向から４度を超え
て偏移した放射光の比と定義される。本明細書に開示されたヘイズ値は、ＡＳＴＭ　Ｄ１
００３に記載される手順に従って、Ｈａｚｅ－Ｇａｒｄ　Ｐｌｕｓヘイズメーター（ＢＹ
Ｋ－Ｇａｒｄｉｎｅｒ，Ｓｉｌｖｅｒ　Ｓｐｒｉｎｇｓ，Ｍｄから入手可能）を使用して
測定された。
【００３３】
　本明細書で使用される場合、光学的な透明度は、１－（Ｔ１－Ｔ２）／（Ｔ１＋Ｔ２）
（絶対値）の比を指し、式中、Ｔ１は、垂直方向から１．６度～２度偏移した、垂直方向
からの放射した光であり、Ｔ２は、垂直方向から０度～０．７度にある放射した光である
。本明細書に開示される透明度の値は、ＢＹＫ－ＧａｒｄｉｎｅｒのＨａｚｅ－Ｇａｒｄ
　Ｐｌｕｓヘイズメーターを使用して測定された。
【００３４】
　本明細書で使用される場合、光学的な透過度（すなわち、総透過性）は、表面上に入射
する光束に対する、表面を通して放射する輝度光束（luminance flux）の比である（パー
セントで表現される）。具体的に述べると、これはＤ１００３　ＡＳＴＭ標準に従う、Ｈ
ａｚｅ－Ｇａｒｄ　Ｐｌｕｓシステムによって報告される数字である。
【００３５】
　ＬＧ　ＬＣＤの低電圧差動信号（ＬＶＤＳ）コネクターは、ディスプレイの電源をオン
にしたときに白い画面を生成するように接続を外した。最後に、株式会社シグマ（日本、
神奈川）の５０ｍｍレンズとともにＰｒｏ－Ｌｉｔｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｌｔｄ（
Ｎｏｒｔｈａｍｐｔｏｎ，Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ）のＲａｄｉａｎｔ　Ｉｍａｇ
ｉｎｇ　ＰｒｏＭｅｔｒｉｃカメラを使用して、明るさの測定値を取った。
【００３６】
　取った測定値は、１６１ｍｍにわたると測定された中央におけるディスプレイの断面の
平均の明るさであった。次いで、相対的な明るさを得るために、各不織布の結果は、ゲイ
ン拡散体に対して測定された明るさによって除算された。均一性は、既存のゲイン拡散体
に対して目視で判断され、１～３のスケールで評価された。３はゲイン拡散体の均一性レ
ベルを表し、２は適切な均一性を表し、１は許容できない程度の均一性を表す。結果は、
４つの異なる観察者の平均であり、明るさとともに表２に要約される。
【００３７】
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【表２】

【００３８】
　図１に示すエッジタイプのシステムについては、適切なゲイン及び均一性を示した試験
されたサンプルは、Ｆｒｅｕｄｅｎｂｅｒｇ　２４３１、Ｆｒｅｕｄｅｎｂｅｒｇ　２４
８３、及びＣｒａｎｅ　ＲＳ　８．５であった。以前の実験では、Ａ５１３０は、直接光
式のシステムでは適切な均一性及び明るさを示した。
【００３９】
　不織密度の実施例の組
　ディスプレイシステムは、上記のように構築された。試験された不織拡散体は、Ｈｅｒ
ｇｅｔｈ－Ｈｏｌｌｉｎｇｓｗｏｒｔｈ（Ｄｕｌｍｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）の１ｍ幅のダ
ブルドッファカード機で、１分間当たり３２フィート（９．８メートル）のカードプロセ
スで、４０ｇｓｍのウェブバッティングへと生成され、次いで３２ｆｐｍ（９７５．４ｃ
ｍ／ｍｉｎ）で１４０℃の高温空気コンベヤベルト炉（ＩＨＥＩ　Ｉｎｃ．，　Ｆｒａｎ
ｋｌｉｎ，ＷＩ）へと送ってウェブを安定させた。これらの不織布に使用された繊維は、
Ｓｔｅｉｎ　Ｉｎｃ．，Ａｌｂａｎｙ，ＮＹから市販されている、２デニール（直径約１
４マイクロメートル）のポリエステル２成分長繊維である（Ｓｔｙｌｅ　１３１－００２
５１）。引き続いて、ウェブは、以下の表３に記載するような異なる密度を達成するため
に、１分間に５フィート（１．５メートル）で、１２５℃の平らなカレンダーロールを様
々な間隔で通過した。
【００４０】

【表３】

【００４１】
　Ｈｉｒｏｘ　Ｄｉｇｉｔａｌ顕微鏡モデル番号ＫＨ７７００（Ｈａｃｋｅｎｓａｃｋ，
Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙ）を使用して、繊維直径が測定された。有効透過度、透過度、ヘイ
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【００４２】
　結果は、４人の異なる観察者の平均であり、明るさとともに表４に要約される。
【００４３】
【表４】

【００４４】
　したがって、サンプル４（０．８ｇ／ｃｍ３）は、明るさ及び均一性に関して適切なサ
ンプルであった。
【００４５】
　樹脂充填した不織布の実施例
　旭化成（日本、東京）からのＡ５１００不織サンプルが前駆体材料として使用された。
Ａ５１００は、スパンボンド－メルトブロウン－スパンボンド２０ｇｓｍ不織複合体であ
り、メルトブロウン層は、２～３マイクロメートルの範囲内の繊維直径を有する。次いで
、サンプルは、以下の手順によって改変された。
【００４６】
　ＵＶ硬化性アクリレート接着剤樹脂（東亞合成（日本、東京）のＵＶＸ－１９６２）を
、ワイヤバーコーティング法（ワイヤバーのゲージサイズは５又は１２のいずれか）を使
用してＰＥＴフィルムに塗布した。硬化後にＰＥＴフィルムが除去されるサンプル３、４
、及び５については、ＰＥＴフィルムは、除去を容易にするようにシリコーン層を有した
。サンプル２に対しては、コーティングしていないＰＥＴフィルムが使用された。サンプ
ル１は樹脂でコーティングされておらず、対照として使用された。
【００４７】
　Ａ５１００不織材料は、ＵＶＸ－１９６２樹脂コーティングでＰＥＴフィルムに対して
押される。サンプル５については、不織繊維を埋め込むために、ＵＶＸ－１９６２が再度
Ａ５１００に塗布される。
【００４８】
　次いで、サンプルは、ＵＶＸ－１９６２樹脂を硬化するために、ＵＶ炉内に設置された
。
【００４９】
　樹脂の硬化後、ＰＥＴは、サンプル３、４、及び５から除去され、樹脂コーティングさ
れた不織布のみを残した。
【００５０】
　サンプルの性能が測定された。結果は、以下の表５に報告される。
【００５１】
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【表５】

【００５２】
　有効透過度は、上述の実施例に記載されるように測定された。
【００５３】
　全体の透過度及びヘイズのレベルは、ＮＤ－２０００ヘイズメーター（日本電色工業株
式会社、日本、東京から入手可能）を使用して、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１：１９９７及び
ＪＩＳ　Ｋ７１３６：２０００試験標準に従って測定された。使用された光源は、標準Ｄ
６５タイプであった。
【００５４】
　このように、「不織拡散体付きディスプレイ」の実施形態を開示する。当業者は、本明
細書に記載される光学的フィルム及びフィルム物品が、これらの開示されたものとは異な
る実施形態で実施できることを理解するであろう。開示された実施形態は、制限の目的で
はなく、説明の目的で示される。

【図１】

【図２】

【図３】



(13) JP 2015-510613 A 2015.4.9

10

20

30

40

【国際調査報告】
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摘要(译)

本公开内容描述了一种显示系统，该显示系统包括液晶显示面板和发射具有发光能力的光的光源。 无纺布漫射元件位于光源和液晶
显示面板之间。 聚合物非织造扩散器是非定向的，纤维直径小于50微米，纤维长径比大于5，单位面积重量在10-80克/平方米2之
间。 用。
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